
１ 当初予算（要求）額（千円）

２ 当初予算（決定）額（千円）

３ 事業概要
「最小の県民負担で最大の県民福祉」を提供する「２１世紀型地方自治」を確立するため、「早い・

安い・ガラス張り・納得の県政」をスローガンに、様々な行財政改革に取り組む。

４ 施策の効果
これまでの主な行財政改革の取組と成果

○第１次行財政改革（Ｓ６０～Ｈ２）
・岐阜県行政改革大綱の策定
・職員定数の５％（２６３人）を削減
・夢おこし県政をスタート

○第２次行財政改革（Ｈ４～Ｈ７）
・事務事業の総点検を実施し、職員数にして５９７人分の事務事業を削減。新規重点事業に再配置

○第３次行財政改革（Ｈ８～Ｈ１２）
・岐阜県行財政改革基本計画の策定
・本庁組織の再編成、地域振興局構想の推進

○第４次行財政改革（Ｈ１２～Ｈ１４）
・岐阜県行財政改革行動指針の策定
・知事の一般事務部局定数２５０人を目標に削減（Ｈ１２～Ｈ１６）（Ｈ１４までに１６８人を削減）
・岐阜県版行政評価システムの実施
・行政情報システムの戦略的アウトソーシングの推進（Ｈ１３～Ｈ１９）

５ 要求の内容
○ 県民の各界各層を代表する立場で、行財政改革の重点事項を議論する「行財政改革懇談会」の

開催（委員３０名、５回程度開催）
○ 行財政改革の推進にあたって、外部の専門家の視点を入れるため「行財政改革専門委員」を設

置（委員３名、３回程度意見を伺う）
○ 公正で透明な県政の運営及び県行財政システムの簡素、効率化について助言・提言を求めるた

め「行政監理委員」を設置（委員６人、３回程度開催）等

所 属 経営管理部 新行政推進室

担当(係)名 新行政推進Ｇ 内 線 ２１２３

（款）２総務費 （項）１総務管理費 （目）（１５）総務管理諸費

（明細書事業名)○事務改善企画費
岐阜県行財政改革推進事業

３，９３４

３，９３４

（前年度 ４，２０７）

【財源内訳】 国 庫
0

県 債
0

一般財源
3,934


